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    死亡後３年以内に 

    支給が確定した退職金は 

    相続税の課税対象 

 

 

 被相続人の死亡によって、被相続人に支給

されるべきだった退職手当金、功労金その他

これらに準ずる給与を受け取る場合で、被相

続人の死亡後３年以内に支給が確定したもの

は、相続財産とみなされて相続税の課税対象

となります。 

 退職手当金等とは、受け取る名目にかかわ

らず実質的に被相続人の退職手当金等とし

て支給される金品をいい、現物で支給された

場合も含まれますのでご注意ください。 

 

 死亡後３年以内に支給が確定したものとは、

死亡退職で支給される金額が被相続人の死

亡後３年以内に確定したものや、生前に退職

していて、支給される金額が被相続人の死亡

後３年以内に確定したものをいいます。 

 相続人が受け取った退職手当金等はその

全額が相続税の対象となるわけではなく、全

ての相続人（相続を放棄した人や相続権を 

失った人は含まれない）が取得した退職手当

金等を合計した額が、非課税限度額以下の

場合は課税されません。 

 非課税限度額は、「５００万円×法定相続人

の数」により計算した額となります。 

 法定相続人の数とは、相続の放棄をした人

がいても、その放棄がなかったものとした場合

の相続人の数をいいます。 

 

 法定相続人の中に養子がいる場合の法定

相続人の数に含める養子の数は、実子がいる

ときは１人、実子がいないときは２人までとなり、

相続人以外の人が取得した退職手当金等には、非

課税の適用はありません。 

 全ての相続人が受け取った退職手当金等を合計し

た額が、非課税限度額を超えるときの超える部分の

金額及び相続人以外の者が受け取った退職手当金

等の金額が相続税の課税対象になります。 

 

 相続人が受け取った退職手当金等のうち課税され

る退職手当金等の金額について、具体的な算式は、

「その相続人が受け取った退職手当金等の額－（非

課税限度額）×その相続人が受け取った退職手当金

等の金額／全ての相続人が受け取った退職手当金

等の合計額」となります。 

 なお、死亡退職金は勤務先企業から源泉徴収され

ません。 

 

 その理由は、通常の退職金の場合は従業員本人 

に直接支払いがされますので、所得税が課税されま

すが、死亡退職金は勤務していた人の遺族に対して

支払われますので、相続税の課税対象となるためで

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船場経済倶楽部 
(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

 当団体は、異なる業種の経営者が相集い、力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、    

skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。                

 


